
令和４年度
川崎市公共事業評価審査委員会

川崎港浮島地区 廃棄物海面処分場整備事業

港湾局
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事業の背景

昭和４８年：港湾法一部改正
廃棄物埋立護岸を港湾施設として位置づけ

計画時の廃棄物等を取り巻く社会的な背景

• 廃棄物の量に対しリサイクル・減量化される割合が低い。

• 適正な最終処分場施設の確保が課題。

• 内陸処分と海面投棄は都市化や環境保全により困難。

川崎市の背景

川崎港港湾計画において

• 昭和49年11月：浮島１期地区廃棄物処理用地を位置づけ

• 平成3年3月：浮島２期地区廃棄物処理用地を位置づけ



計画の概要①
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○計画概要

事業名：川崎港浮島地区廃棄物海面処分場整備事業

場 所：川崎市川崎区浮島町地先

事業採択年度：平成５年度（同年認可・着手）

経過年数：３０年

再評価の条件：再評価実施後５年間を経過

完了予定年度：令和１５年度 川崎駅

浮島２期

浮島１期

東扇島



事業の内容①

地区 面積（ha） 整備期間 受入容量(万m3) 受入期間

浮島２期 73 H５～ 1,860(計画) H12～

護岸の整備延長：外周護岸 ２，４０３ｍ
内護岸 １，２８０ｍ

整備費：９８０億円
補助：２３８億円 （残事業）３０億円
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○整備事業の概要

○整備事業の内容



廃棄物埋立護岸

第２ブロック
(安定型)

第１ブロック
(管理型)

第３
ブロック
(安定型)

東京国際空港

川崎駅

浮島１期地区

事業進捗率 96.9%

開口部

種別 面積（ha） 整備期間 受入容量(万m3) 受入開始

第１ブロック 管理型 16.8 H6～H11 370(158) H12

第２ブロック 安定型 23.5 H11～H15 596(383) H16

第３ブロック 安定型 32.7 H16～H26※ 894(212) H24

合計 73 ※残事業除く 1,860(753)

管理型：一般廃棄物・産業廃棄物 安定型：建設発生土・浚渫土

廃棄物埋立処分場整備事業①

残事業
(上部工・裏込工)
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()内は令和３年度までの実績値

40.5%埋立進捗率

浮島２期地区

（事業費に対する執行額の割合）



廃棄物埋立処分場整備事業②

２
１

２１

第1ブロック 第2ブロック

横
浜
側

東
京
側

第２ブロック
(安定型)

第１ブロック(管理型)

第３ブロック
(安定型)

３

３

第3ブロック 7



整備済み外周護岸
陸上投入 海上投入

開口部
（船舶の出入りに利用）

廃棄物埋立処分場整備事業③
★現状（令和４年度） ★事業完了後

（開口部閉鎖・令和１５年度以降）

凡例

各ブロック

埋立終了
時期
第１ Ｒ３５
第２ Ｒ９
第３ Ｒ２８

投入方法
第１ブロック【管理型】：陸上
第２ブロック【安定型】：海上
第３ブロック【安定型】：海上

投入方法
第１ブロック【管理型】：陸上
第３ブロック【安定型】：陸上

第３
ブロック

第1
ブロック

第2ブロック

積出
桟橋

【埋立完了】

第３
ブロック第2ブロック

第1
ブロック
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費用便益分析① 評価項目

貨幣換算せず定量的に把握する効果

輸送便益
廃棄物および建設発生土の処分コスト縮減額
浚渫土砂の処分コスト縮減額

国土保全 新たな土地の造成（資産の創出）

環境便益 排出ガス減少量（CO2、NOx）
9

事業にかかる費用
建設費（平成5年度から令和15年度まで）
維持運営費（令和12年度から令和35年度まで）

総便益（Ｂ）

総費用（Ｃ）



費用便益分析② 前提条件
検討条件

主な項目 今回(令和４年度) 前回(平成２９年度) 変更

マニュアル

港湾整備事業の費用対効果マニュアル
国土交通省港湾局

―

平成29年3月 ―

事業費 ９８０億円 ９７８億円 ○

事業期間 平成５年～令和１５年 平成５年～令和１８年 ○

基準年次 令和４年度 平成２９年度 ○

検討期間

第１ブロック
平成５年～令和３５年

第１ブロック
平成５年～：令和３５年

―

第２ブロック
平成５年～令和９年

第２ブロック
平成５年～令和６年

○

第３ブロック
平成５年～令和２８年

第３ブロック
平成５年～令和３１年

○

社会的割引率 4% 4% ―
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費用便益分析③（事業全体）
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便益
（Ｂ）

処分コスト縮減額 残存価値
（国土保全）

総便益
B/C廃棄物 建設発生土 浚渫土

3,311 258 81 556 4,206 
費用
（Ｃ）

建設費 維持運営費 総費用
1.22,587 1,015 3,602 

前回評価

今回評価

便益
（Ｂ）

処分コスト縮減額 残存価値
（国土保全）

総便益
B/C廃棄物 建設発生土 浚渫土

1,860 307 54 403 2,625

費用
（Ｃ）

建設費 維持運営費 総費用
1.01,872 679 2,551

注：各項目は現在価値化・割引率適用のものであり、整数止としている。
維持運営費は平成6年度から埋立完了の令和35年度までとしています（61年間）

（単位：億円）

（単位：億円）
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今回評価

便益
（Ｂ）

処分コスト縮減額 残存価値
（国土保全）

その他 総便益
（B/C)廃棄物 建設発生土 浚渫土

0 60 15 191 130 396

費用
（Ｃ）

建設費 維持運営費 総費用
2.421 142 163

前回評価

便益
（Ｂ）

処分コスト縮減額 残存価値
(国土保全）

総便益
（B/C)廃棄物 建設発生土 浚渫土

0 81 14 120 215

費用
（Ｃ）

建設費 維持運営費 総費用
1.613 120 134

費用便益分析④（残事業）

注：各項目は現在価値化・割引率適用のものであり、整数止としている。

（単位：億円）

（単位：億円）



Without時（整備なし）

川崎港

川崎港

海面処分場

川崎市

川崎市

海上輸送
（浚渫土）

海洋投棄 広域利用

海上輸送

陸上輸送
（建設発生土）

陸上輸送
（廃棄物）

内陸処分場

海上輸送
（浚渫土）

（建設発生土）
陸上輸送

（廃棄物）
陸上輸送

陸域

海域

陸域

海域

建設発生土処分コスト削減額
廃棄物処分コスト削減額

浚渫土処分コスト削減額

２５８億円
３，３１１億円

８１億円

残存価値

５５６億円

４，２０６億円
便益合計

（建設発生土）

廃棄物等の処分の適正化によるコスト削減と土地造成による残存価値

With時（整備あり）

－事業全体－

輸送便益計測 イメージ
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Without時（整備なし）

川崎港

川崎港

海面処分場

川崎市

川崎市

海上輸送
（浚渫土）

海洋投棄 広域利用

海上輸送

陸上輸送
（建設発生土）

海上輸送
（浚渫土）

（建設発生土）
陸上輸送

陸域

海域

陸域

海域

建設発生土処分コスト削減額

浚渫土処分コスト削減額

６０億円

１５億円

残存価値等

３２１億円

３９６億円
便益合計

（建設発生土）

廃棄物等の処分の適正化によるコスト削減と土地造成による残存価値

With時（整備あり）

－残事業－

輸送便益計測 イメージ
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貨幣換算せず定量的に把握する効果
（環境便益）

• CO2（二酸化炭素）、NOx（窒素酸化物）

• 旅行速度：40km/h(解説書より)

速度 排出原単位(g-C/台・km）

(km/時) CO2 NOx

40 145.2 2.78

排出ガス減少量 (t)

CO2 NOx

3498.8 66.2
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参考 貨幣換算した場合
CO2：3,709万円（原単位：10,600円/ｔ-ｃ）

原単位出典：公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針（共通編）（国土交通省）



対応方針 （案）

• 本事業実施により、引続き長期にわたり安定的に
廃棄物等を受け入れる事が可能となることから、
今後も市に必要不可欠な海面処分場としての役
割は変わらないと考えております。

事業継続
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御静聴ありがとうございました。
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1

費用便益分析(変更点）

主な項目 今回(令和４年度) 前回(平成２９年度) 理由

事業期間 令和15年度 令和18年度
今後の建設発生土受入量の増
現在までの実績として浚渫土が増

検討期間

第1ブロック
平成5年～令和35年
第2ブロック
平成5年～令和9年
第3ブロック
平成5年～令和28年

第1ブロック
平成5年～令和35年
第2ブロック
平成5年～令和6年
第3ブロック
平成5年～令和31年

今後の建設発生土受入量の増
現在までの実績として浚渫土が増

廃棄物 3,311億円 1,860億円 内陸処分場の造成費の見直し

残存価値
（国土保全）

556億円 403億円
地価調査価格の更新
（129,000円/m2→150,000円/m2）

建設費 2,587億円 1,872億円 消費税増による見直し

維持運営費 1,015億円 679億円
埋立管理に係る必要施設の計上
埋立管理費の見直し

参考資料


